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＜ナイトタイムエコノミーのイメージ：海外で人気のコンテンツ＞ 

海外で人気のコンテンツには、以下のように、20 時以降に開演するエンターテインメントショーや

ライブ、美術館や博物館などの文化施設を活用したもの、官民連携したまち全体でのイベントなど

があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：観光庁 「ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集」 https://www.mlit.go.jp/common/001279567.pdf 

「ナイトタイムエコノミー」とは、観光庁によると、18 時から翌朝６時までの活動を指すものと

されています。地域の状況に応じた夜間の楽しみ方を拡充し、夜ならではの消費活動や魅力

創出をすることで、経済効果を高めることを目標とするものです。海外では、20 時以降に開演

するエンターテインメントショーやライブ、美術館や博物館等の文化施設を夜間に活用した催

し、官民連携によるまち全体でのイベントなどが行われており、その経済規模は、ロンドンで約

3.7 兆円、ニューヨークで約 2.1 兆円の市場となっており、雇用創出にも大きく寄与しています。 

一方で、我が国の観光を取り巻く状況をみると、近年、訪日外国人旅行者は増加しているも

のの、１人当たり旅行支出は頭打ちとなっています。また、横浜市における観光消費額は増加

傾向であるものの、観光客の約 85％は日帰りであり、宿泊客が少ない状況となっています。 

そこで、観光消費額や宿泊客の増加につなげる方策として、日中のみならず、夜間におけ

る観光コンテンツを充実することが重要となります。 

横浜市においても、国内外から多くの来訪者が見込まれる東京 2020 オリンピック・パラリン

ピックを来年に控える中、横浜らしい魅力あるナイトタイムコンテンツを発信し、ナイトタイムエ

コノミーを活性化することが期待されます。 

本ジャーナルでは、我が国及び横浜市の観光を取り巻く状況、ナイトタイムエコノミー活性

化の必要性、国の方針・施策、横浜市等におけるナイトタイムコンテンツ拡充等の取組や海

外・国内他都市におけるナイトタイムエコノミーの推進体制整備の取組事例をご紹介します。 

ナイトタイムエコノミーの活性化 
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１ ナイトタイムエコノミーの活性化とは 

 日本の観光を取り巻く状況 

（１） 日本の目指す姿 

国においては、平成 28 年（2016 年）に「明日の日本を支える観光ビジョン」を策定し、観光を

日本の基幹産業へと成長させ、「観光先進国」という新たな挑戦に踏み切る覚悟が必要である

との考えを示しました。そのため、従来の政府目標を大幅に前倒しし、かつ、質の高い観光交

流を加速させるべく、新たな目標を設定しました。訪日外国人に関しては、2020 年に旅行者数

4,000 万人、旅行消費額８兆円 を目指すとされています。 

 

表１ 訪日外国人旅行者数及び旅行消費額の新たな目標値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：観光庁 「明日の日本を支える観光ビジョン」 施策集 https://www.mlit.go.jp/common/001126604.pdf 

 

 

（２） 訪日外国人旅行者数及び旅行消費額の推移 

日本政府観光局（JNTO）の発表によると、平成 30 年（2018 年）の訪日外国人旅行者 ※数は

3,119 万人で、初の 3,000 万人を突破し、過去最多を記録しました。また、観光庁が実施した「訪

日外国人消費動向調査」によると、平成 30 年（2018 年）の訪日外国人旅行消費額は４兆 5,189

億円で、こちらも過去最高を記録しました。 

しかし、政府が定めた 2020 年の目標値にはまだまだ程遠い結果となっています。 

 

 

１ 

※ 訪日外国人旅行者とは、国籍に基づく法務省集計による外国人正規入国者数から日本に居住する外 

国人を除き、これに外国人一時上陸客等を加えた入国外国人旅行者のことです。 

https://www.mlit.go.jp/common/001126604.pdf
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表２ 訪日外国人旅行者数及び旅行消費額 注）の推移（暦年） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：観光庁 【訪日外国人消費動向調査】 プレスリリース 調査結果の発表 2018 年３月 20 日 【図表１】 

    http://www.mlit.go.jp/common/001226297.pdf 

 
 
（３） 訪日外国人旅行者１人当たり旅行支出の推移 

観光庁が実施した「訪日外国人消費動向調査」によると、平成 30 年（2018 年）の訪日外国

人（一般客 ※）１人当たり旅行支出は 15 万 3,029 円でした。この結果、近年はおおむね 15 万

円程度で推移し、頭打ちとなっていることが分かります。 

 

 

 

表３ 訪日外国人旅行者１人当たりの旅行支出の推移（暦年） 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

出典：観光庁 【訪日外国人消費動向調査】 プレスリリース 調査結果の発表 2018 年 3 月 20 日 【図表５】 

      http://www.mlit.go.jp/common/001226297.pdf 

※ 「一般客」とは「クルーズ客」以外の訪日外国人をいいます。 

http://www.mlit.go.jp/common/001226297.pdf
http://www.mlit.go.jp/common/001226297.pdf
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横浜市の観光を取り巻く状況 

（１） 観光集客実人員及び観光消費額の推移 

平成 30 年（１月～12 月）の横浜市の観光集客実人員と観光消費額は、「平成 30 年度横浜

市観光動態消費動向調査」を基に推計した結果、観光集客実人員 3,420 万人、観光消費額

3,633 億円となりました。また、その推移（表４-１）を見ると、観光集客実人員は年によって増減

がありますが、観光消費額は堅調に伸びていることが分かります。 
 

表４-１ 観光集客実人員及び観光消費額の推移（平成 26 年～平成 30 年） 

  

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市文化観光局 平成 31 年４月 26 日記者発表資料  

「平成 30 年（１月～12 月）の観光集客実人員は 3,420 万人、観光消費額は 3,633 億円」 
https://www.city.yokohama.lg.jp/kanko-bunka/miryoku/data/2018kanko-chosa.files/30chosa_press.pdf 

 
このうち、平成 30 年の観光集客実人員の内訳（表４-２）を見ると、宿泊が 524 万人、日帰り

が 2,896 万人であり、横浜を訪れる観光客の約 85％が日帰りであることが読み取れます。 

なお、「平成 29 年度集客実人員調査及び観光動態消費動向調査報告書」（表４-３）によると、

日帰り客（市外宿泊を含む）の平均消費額は 6,282 円に対して、宿泊客（市内）の平均消費額は

33,896 円となっています。 
 

表４-２ 観光集客実人員及び観光消費額 内訳と比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2 

出典：横浜市文化観光局 平成 31 年４月 26 日記者発表資料  

「平成 30 年（１月～12 月）の観光集客実人員は 3,420 万人、観光消費額は 3,633 億円」  
  https://www.city.yokohama.lg.jp/kanko-bunka/miryoku/data/2018kanko-chosa.files/30chosa_press.pdf 

※枠囲みを追加 

 

  

https://www.city.yokohama.lg.jp/kanko-bunka/miryoku/data/2018kanko-chosa.files/30chosa_press.pdf
https://www.city.yokohama.lg.jp/kanko-bunka/miryoku/data/2018kanko-chosa.files/30chosa_press.pdf


特集１ ナイトタイムエコノミーの活性化 

5 
 

表４-３ 観光客の消費金額（平成 29 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

出典：横浜市文化観光局 「平成 29 年度集客実人員調査及び観光動態消費動向調査報告書」 
https://www.city.yokohama.lg.jp/kanko-bunka/miryoku/data/2018kanko-chosa.files/29chosa_gaiyo.pdf 

 

 

（２） 横浜市を訪れた訪日外国人旅行者の実態 

横浜市文化観光局では、横浜を訪れた訪日外国人旅行者の実態を把握するため、平成 30

年度に初めて調査を実施しました。平成 30 年１月から９月までの間における、時間帯別来訪

者数は、昼間来訪者数 102 万人、夜間来訪者（宿泊）54 万人という結果になり、宿泊旅行者は

昼間来訪者の約半数でした。 
 

表５ 訪日外国人旅行者 時間帯別来訪者数（平成 30 年１月～９月） 

 

 

 

 

 

 
出典：横浜市文化観光局 令和元年５月９日記者発表資料 

    「外国人旅行者に関する実態調査を初めて実施しました ～テーマ型調査としてクルーズ旅客調査も実施～」 

     https://www.city.yokohama.lg.jp/kanko-bunka/miryoku/data/2018kanko-chosa.html 

 

 

 

ナイトタイムエコノミー活性化の必要性 

ここまで国及び横浜市における観光を取り巻く状況について確認してきました。 
国では、2020 年に訪日外国人旅行者数 4,000 万人、旅行消費額 8 兆円を目指す政府目標に

対し、旅行者数は堅調に推移している一方、１人当たり旅行支出は 15 万円程度で伸び悩んでい

る状況です。 

また、横浜市では、横浜を訪れる観光客のほとんどが日帰りであり、訪日外国人旅行者に特化

した調査でも、約半数が日帰りという結果となりました。 

そこで、観光消費額や宿泊客の増加につなげる方策として、日中のみならず、夜間における観

光コンテンツを充実し、ナイトタイムエコノミーを活性化することが期待されます。 

3 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kanko-bunka/miryoku/data/2018kanko-chosa.files/29chosa_gaiyo.pdf
https://www.city.yokohama.lg.jp/kanko-bunka/miryoku/data/2018kanko-chosa.html
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（１） 観光市場におけるナイトタイムエコノミーのポテンシャル 

旅行消費額に占める娯楽サービス費の割合については、OECD 加盟国との比較がなされて

います（表６-１）。OECD 加盟国における割合が 12％であるのに対し、日本における割合は

3.3％と低い状況になっています。観光市場においては、近年、特に訪日外国人旅行者の消費

行動が「モノ消費」から「コト消費」へと移る中、体験型コンテンツの充実と市場拡大が課題とな

っています。 

 

表６-１ 旅行消費額に占める娯楽サービス費の割合（OECD 加盟国との比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：観光庁 「体験型観光コンテンツ市場の概観」 世界のコト消費と海外旅行者の意識・実態の調査結果 

     https://www.mlit.go.jp/common/001279555.pdf 

 

 

また、体験型コンテンツの充実と市場拡大に当たって、観光庁は海外旅行時に「コト消費」を

より重視する層（外国人約１万人）を対象に、WEBアンケート調査を実施しています。その中で、

特に夜間のコンテンツに関するギャップが浮き彫りになりました。 

例えば、訪日旅行の際にナイトショーなどのナイトタイムコンテンツを体験した者の割合は、

海外で体験した者の割合よりいずれも低くなっています。また、ナイトタイムコンテンツの満足度

においても、国内は海外よりも満足度が低いという結果が出ました（表６-２）。 

この結果から、今後、娯楽サービス費等を向上させるためには、訪日外国人が楽しめる多種

多様なナイトタイムコンテンツを拡充することが必要です。特に、コンテンツが不足していると言

われる夕食後から就寝までの時間帯に楽しめるコンテンツを拡充することが重要となります。 

 

 

https://www.mlit.go.jp/common/001279555.pdf
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表６-２ ナイトタイムコンテンツ体験者の割合（上）、ナイトタイムコンテンツの満足度（下） 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
出典：観光庁 ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集 https://www.mlit.go.jp/common/001279567.pdf 

  

https://www.mlit.go.jp/common/001279567.pdf
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（２） 推進による経済効果 

ナイトタイムエコノミーの取組は、宿泊、飲食、体験消費、交通など幅広い波及効果をもたら

します。夜間に営業する事業者にとっては、「夜間」という新たな時間市場を開拓することで事

業を拡大する機会となります。日本においても大都市のみならず、全国各地域やまちにおいて

も、ナイトタイムエコノミーを推進し、訪日外国人が夜間に楽しめるコンテンツを拡充させること

で飲食・宿泊を伴った経済効果が期待できます。 

実際にナイトタイムエコノミーの推進に取り組んでいる海外の都市を見ると、経済規模はロン

ドンで約 3.7 兆円、ニューヨークで約 2.1 兆円の市場となり、雇用創出にも大きく寄与しています。 

 

 

 

 

 
出典：観光庁 ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集 https://www.mlit.go.jp/common/001279567.pdf 

 
 
 
 
 
 
 
 

＜参考・出典＞ 

・観光庁 「明日の日本を支える観光ビジョン」を策定しました！ 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/topics01_000205.html 

・観光庁 訪日外国人旅行者数・出国日本人数 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/in_out.html 

・観光庁 訪日外国人消費動向調査 

http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/syouhityousa.html 

・日本政府観光局（JNTO） 日本の観光統計データ 「訪日外客数の推移」 

https://statistics.jnto.go.jp/graph/#graph--inbound--travelers--transition 

・日本政府観光局（JNTO） 平成 31 年１月 16 日報道発表資料 

  「訪日外客数 2018 年 12 月および年間推計値を発表  過去最高の 3,119 万 2 千人」 

  https://www.jnto.go.jp/jpn/news/press_releases/pdf/190116_monthly.pdf 

・横浜市文化観光局 観光に関する調査・統計データ 

  https://www.city.yokohama.lg.jp/kanko-bunka/miryoku/data/2018kanko-chosa.html 

・観光庁 「体験型観光コンテンツ市場の概観」 世界のコト消費と海外旅行者の意識・実態の調査結果 

  https://www.mlit.go.jp/common/001279555.pdf 

・観光庁 ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集 

  https://www.mlit.go.jp/common/001279567.pdf 

 

https://www.mlit.go.jp/common/001279567.pdf
https://www.mlit.go.jp/kankocho/topics01_000205.html
https://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/in_out.html
http://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/toukei/syouhityousa.html
https://statistics.jnto.go.jp/graph/#graph--inbound--travelers--transition
https://www.jnto.go.jp/jpn/news/press_releases/pdf/190116_monthly.pdf
https://www.city.yokohama.lg.jp/kanko-bunka/miryoku/data/2018kanko-chosa.html
https://www.mlit.go.jp/common/001279555.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001279567.pdf
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２ 国の方針・施策 

「楽しい国 日本」の実現に向けて（提言）  
 （平成 30 年３月 「楽しい国 日本」の実現に向けた観光資源活性化に関する検討会議） 

 

観光庁では、「観光ビジョン実現プログラム 2017」で掲げられた柱の一つ、「楽しい国 日本」の

実現に向けて、平成 29 年９月に、『「楽しい国 日本」の実現に向けた観光資源活性化に関する検

討会議』を設置しました。本検討会議においては、様々なテーマの体験型コンテンツの充実や体

験満足度向上等に向けた現状・課題や、取り組むべき方針について、各方面で活躍する民間事

業者等の有識者にヒアリングを行い、今後、体験型コンテンツに関わる官民の関係者が取り組む

べき方針を提言として取りまとめました。 

提言では、「新たな体験型コンテンツを観光資源として掘り起こす取組」として、ナイトタイム や

モーニングタイム の有効活用 、美容室やネイルサロン等の美容サービス、観戦型スポーツ、ビー

チの活用について、コンテンツのビジネス化に向けた取組を進めていくことが必要であると述べら

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

1   

「楽しい国 日本」の実現に向けて（提言） （抜粋） 

２．新たな体験型コンテンツを観光資源として掘り起こす取組 

(１)ナイトタイムの有効活用 

訪日外国人旅行者の消費拡大に向け、夜間帯を有効に活用することが求められており、夜

間における我が国ならではの魅力ある体験型コンテンツの拡充、当該コンテンツの国内外へ

の情報発信とともに安心安全な環境作りに向けて、今後下記の事項に取り組むべきである。 

 

○ 日本滞在中のナイトライフの満足度の向上 

・魅力的な観光コンテンツの発掘、育成に向けた訪日外国人旅行者のマーケティング・ニ

ーズ調査の実施【観光庁】 

・ナイトライフ充実に向けた各種課題（２次交通、安心安全の確保、開演時間の工夫等）に

ついて官民で協議する場の設置【観光庁、関係省庁、関係団体、民間事業者等】 

 

○ 国内外への情報発信を強化 

・海外スタンダードを理解した上でのカテゴライズの検討、訪日外国人が訪日前から各種

情報を得られるようなポータルサイトづくり【観光庁、民間事業者等】 
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観光ビジョン実現プログラム 2019－世界が訪れたくなる日本を目指してー 
（令和元年６月 観光立国推進閣僚会議） 

 

国では、平成 28 年３月に策定された「明日の日本を支える観光ビジョン」の目標達成に向け、

令和元年６月に観光立国推進閣僚会議（主宰：内閣総理大臣）において、今後１年を目途とした

行動計画として、「観光ビジョン実現プログラム 2019」を決定しました。 

その中で、ナイトタイム活性化に向けて、夜間のコンテンツを開拓する取組とあわせて、飲食店

の夜間営業や公共交通の夜間運行など、多様な主体間の連携により地域ぐるみで夜間観光を促

進する取組を推進する としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2 

観光ビジョン実現プログラム 2019 の概要 
訪日外国人旅行者数 2020 年 4,000 万人、2030 年 6,000 万人などの目標の確実な達成の

ため、①外国人が楽しめる環境整備、②外国人が喜ぶ観光コンテンツの充実、③日本政府観

光局と地域（自治体・観光地域づくり法人）の適切な役割分担と連携強化等に取り組み、外国

人の地方への誘客・消費拡大等に一層力を入れて取り組んでいく。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
観光ビジョン実現プログラム 2019 における関連施策（抜粋） 

2．地域の新しい観光コンテンツの開発 

観光地・交通機関 

○ナイトタイムの有効活用 

訪日外国人旅行者の地方誘客や消費拡大を目的に、夜間における地域伝統芸能の開

催等、我が国ならではの魅力ある体験型コンテンツの拡充等を図る。あわせて、地域での

官民連携体制の構築、深夜交通の確保や飲食店の夜間営業等の推進といった受入環境

整備を行うとともに、経済的・文化的価値の可視化等により、ナイトタイムエコノミーの観光・

文化への寄与度を明らかにし、夜間帯がもつポテンシャルの健全な発展を促進する。 
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平成 31 年度 最先端観光コンテンツ インキュベーター事業におけるモデル事業 
公募要領（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 取組対象となる活動 

(1) 公募領域１：日本に足りない着地型コンテンツの充実・横展開を図る 

⑤分野５：ナイトタイムエコノミーの推進に係るモデル事業 

事業概要 

対象エリアにおいて、訪日外国人旅行者を主なターゲットとするナイトタイムエコノミーの

推進に資するモデル事業を行う。なお、当該地域のナイトタイムエコノミーの活性化に関係

する者の連携のもとに実施する。 

【コンテンツの造成・拡充】 

○ナイトタイムエコノミーの活性化に資するコンテンツの整備を行う。 

コンテンツの整備にあたっては、まち特有の観光資源の活用や飲食等主要なナイトタイ

ムエコノミーコンテンツとなり得るものの掛け合わせ等により、夜間帯のカスタマージャーニ

ーを意識する。 

○整備したコンテンツへのアクセス可能性を高めるため、二次交通対策等、交通アクセス

に関する課題解決のための取組を行う。 

○整備したコンテンツの効果的なプロモーション手法を検討、実施し、効果検証を行う。 

【夜間の経済効果の算出への協力】 

○モデル事業実施期間中の各種取組に係る経済効果の算出に当たり、必要なデータ得・

提供等、別途観光庁が実施する調査への協力を行う。 

最先端観光コンテンツ インキュベーター事業 （観光庁） 

観光庁では、平成 30年度において、旅行動態の変化や旅行者のニーズの多様化等を踏まえ、

訪日観光における新たな観光コンテンツの拡充と支援のため、訪日外国人旅行者の潜在的なニ

ーズを把握し、各国・各層のニーズに対応した、消費機会の拡大が期待できる新たな観光コンテ

ンツを開拓・育成する事業を、「最先端観光コンテンツ インキュベーター事業」として実施したとこ

ろです。 

令和元年度においては、消費機会の拡大に向けて今後注力すべき領域を新たに設け、訪日外

国人旅行消費額の増加や訪日外国人の地方誘客に向けたモデル事業を実施し、事業成果を検

証の上、ビジネスモデルとして全国への展開を図るものです。 

その中で、ナイトタイムエコノミーの推進に係るモデル事業として 13 件が選定されました。 
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＜参考＞ ナイトタイムエコノミーの推進に係るモデル事業（13 件） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

出典：観光庁 「令和元年度 最先端観光コンテンツ インキュベーター事業」における展開事業の選定結果について 
     https://www.mlit.go.jp/kankocho/topics05_000264.html 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

平成30年度に実施された、夜間の観光資源に関するモデル事業（4件）の実施結果報告書は、

観光庁のウェブサイトから閲覧できます。 https://www.mlit.go.jp/kankocho/page05_000119.html 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/topics05_000264.html
https://www.mlit.go.jp/kankocho/page05_000119.html
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ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集 （平成 31 年３月 観光庁） 

観光という文脈において、ナイトタイムエコノミー 

の推進を検討している方々に対して、推進するに 

あたり直面しやすい課題の整理と課題解決のイメ 

ージを具体化し、ナイトタイムエコノミー推進に向け 

たまちづくりの示唆を得てもらうことを目的に作成さ 

れたものです。 

 ナイトタイムエコノミーの経済効果や文化的価値 

などの基礎的な情報、海外での人気のコンテンツ、 

推進するにあたり直面しやすい課題と各課題に対 

する解決の方向性などが紹介されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4 

＜出典＞ 

・観光庁 「楽しい国 日本」の実現に向けた観光資源活性化に関する検討会議 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/tanoshiikuni-kento.html 

・観光庁 「観光ビジョン実現プログラム 2019」を策定しました！ 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/topics02_000170.html 

・観光庁 「最先端観光コンテンツ インキュベーター事業」 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/page05_000119.html 

・観光庁 ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集 

https://www.mlit.go.jp/common/001279567.pdf 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/tanoshiikuni-kento.html
https://www.mlit.go.jp/kankocho/topics02_000170.html
https://www.mlit.go.jp/kankocho/page05_000119.html
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３ 横浜市等の取組 

「NIGHT
ナ イ ト

 SYNC
シ ン ク

 YOKOHAMA
ヨ コ ハ マ

」の開催 （文化観光局） 

横浜市では、世界から注目が集まるラグビーワールドカップ2019™開催の機会をとらえ、国内外

の多くの方に横浜の夜を楽しんでいただくため、美しいイルミネーションと先端技術を活用した 

都市的スケールの光をシンクロさせる「ＮＩＧＨＴ ＳＹＮＣ ＹＯＫＯＨＡＭＡ」を開催しています。 

新港中央広場でメディアアートやイルミネーションを常時展開するほか、特別プログラムとして、

広場とその周辺で約10分間のダイナミックな光と音楽の演出を行い、横浜の街を光で包みます。

この取組を通じ、街の回遊性を高め、横浜のナイトタイムエコノミーの活性化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜出典＞ 

令和元年９月 27 日記者発表資料 横浜の夜に光がシンクロする「NIGHT SYNC YOKOHAMA」を開催します！ 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/bunka/2019/0927nsy.html 

１ 

＜出典＞ 

横浜市文化観光局 令和元年９月 27 日記者発表資料  

横浜の夜に光がシンクロする「NIGHT SYNC YOKOHAMA」を開催します！ 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/bunka/2019/0927nsy.html 

１ 開催概要 

【開催期間】令和元年 11 月１日(金)～12 月 27 日(金) 18 時～21 時 10 分 

【開催場所】主会場:新港中央広場を中心とした新港地区 

関連会場:神奈川県庁、山下公園、横浜美術館、大岡川(旭橋から黄金橋周辺) 

【主催・共催】主催：クリエイティブ・ライト・ヨコハマ実行委員会  共催：横浜市 

 

２ 実施内容 

（１）常時楽しめるプログラム (新港中央広場、18 時～21 時 10 分) 

プロジェクションとセンシング技術を使った映像装置を使い、映像コンテンツを双方向

で体験できます。また、広場の植栽部分では、フラワーイルミネーションやフルカラー投

光器による樹木のカラーライトアップを実施します。 

 

（２）10 分間の特別プログラム 

(新港地区及び周辺、18 時、19 時、20 時、21 時から各約 10 分) 

新港中央広場のイルミネーションや映像とシンクロし、新港地区及び周辺の８施設や 

４会場にご協力いただき、毎日 18 時から 21 時の各約 10 分間、建物壁面のカラーライト

アップやサーチライト等によるダイナミックな光と音楽 

の特別演出を行います。 

複数の建物に設置したライトを一括でコントロール 

し、都市的なスケールで演出するのはこれまでにない 

試みです。 

 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/bunka/2019/0927nsy.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/bunka/2019/0927nsy.html
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「コンパスヨコハマ２０１９」の開催 （文化観光局） 

ラグビーワールドカップ 2019™、横浜美術館の企画展の開催に合わせ、横浜美術館前の美術

の広場で、夕暮れから夜の時間を中心に、文化芸術イベントを開催しました。ライブパフォーマン

スや大型インスタレーションなどの野外アート展を中心に、子どものためのワークショップや飲食

エリアも設け、大人から子どもまで、アートに染まった“美術の広場”をお楽しみいただきました。 

本イベントは、ラグビーワールドカップ 2019™の機運醸成やナイトタイムエコノミーへの寄与、文

化芸術創造都市・横浜の発信を目的としており、期間中、約 26,000 人にご来場いただきました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２ 

１ 日程 

令和元年９月 20 日（金）～９月 29 日（日） 

※金：16～20 時頃、土・日及び祝：11 時～20 時頃 

※パフォーマンスや飲食エリアは金～日及び祝のみ。 

大型インスタレーションは期間中常時展示。 

※台風の影響により９月 23 日（月・祝）は中止。 

 

２ 会場 

横浜美術館前 美術の広場（グランモール公園） 

 

３ プログラム 

・11 名のアーティストによる野外アート展 

大型インスタレーション「ぐるぐると夢見る金魚」他 

・子供のためのワークショップ 

・DJ パフォーマンス 

・キッチンカーによるフード＆ドリンク など 

 

４ 主催・共催 

主催：公益財団法人横浜市芸術文化振興財団  共催：横浜市 

＜出典＞ 

横浜市文化観光局 令和元年９月 18 日記者発表資料 

芸術創造特別支援事業シンボル・プログラム 美術の広場で文化芸術イベント「コンパスヨコハマ 2019」開催！ 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/bunka/2019/0918compassyokohama.html 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/bunka/2019/0918compassyokohama.html
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バス路線「ピアライン」の新設[みなとみらい２１新港地区] （交通局） 

令和元年 10 月 31 日、みなとみらい 21 新港地区に、客船ターミナルとホテル、商業施設からな

る「横浜ハンマーヘッド（新港ふ頭客船ターミナル）」が開設されました。これにあわせ、みなとみら

い 21 新港地区・大さん橋客船ターミナルと桜木町駅を結ぶバス路線「ピアライン」が新設されまし

た。ナイトタイムエコノミー促進に寄与するため、最終バスを「23 時 25 分（ハンマーヘッド発）」とし

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

１ 路線名称（愛称）  「ピアライン」 

 

２ 運行開始日 

令和元年 10 月 31 日（木） 

 

３ 車両デザイン 

「ピアライン」は、青色を基調としたラッピングバスで運行します。ラッピングデザインは、

横浜を拠点に活躍する NDC グラフィックスのディレクター中川憲造氏（故人）によるもので

す。大きさの違うドットの連なりは、横浜の街と人とをつなぎながら横浜の魅力を縫うように

走るピアラインを、さまざまなブルーは横浜の海と空をイメージしたデザインとなっておりま

す。 

 

４ 運行頻度・時刻 

(1) 運行頻度 

・朝～夕：概ね 12 分～20 分間隔 

・夜：概ね 20 分～30 分間隔 

(2) 運行時刻 

・桜木町駅前発 

７時 00 分～22 時 42 分 

・ハンマーヘッド発 

７時 28 分～23 時 25 分 

 

５ 運賃 

横浜市内均一運賃 

大人 220 円 小児 110 円         ※日中ルートは、大さん橋客船ターミナル経由の循環線 

＜出典＞ 

横浜市交通局 令和元年 10 月３日記者発表資料  

みなとみらい 21 新港地区にバス路線「ピアライン」を新設します 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/koutuu/2019/20191002.html 

 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/koutuu/2019/20191002.html
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横浜クリエーションスクラム助成事業の実施 

（(公財)横浜観光コンベンション・ビューロー） 
 
（公財）横浜観光コンベンション・ビューローでは、市内経済の発展及び都市ブランド向上につな

がる事業「横浜クリエーションスクラム助成事業」を公募（令和元年９月 30日締切）し、民間事業者

（８名）から構成される審査委員会での審査を経て、助成事業が決定しました。 

本事業は、横浜の観光・MICE に携わる企業・各種団体・市民事業者等、民間事業者の皆様が、

自らの発意を活かして実施する事業に対して、資金助成を行うことで、横浜の新たな魅力とにぎ

わいを創出し、横浜が観光・MICE 都市として抱える課題（宿泊客の増加、観光消費促進）の解決

を図ることを目的としています。（一事業につき、総事業費の３分２以内でかつ、300 万円を上限と

して助成） 

 

＜採択された５つの事業のうち、ナイトタイムエコノミーを推進する４事業を抜粋＞ 

事業名 助成額 申請事業者 概要 

YOKOHAMA ミッドナ

イト HAR★BAR2019 

300 万円 ぴあ株式会社 音楽や飲食など横浜のミッドナイトハーバー

を 24 時まで気軽に楽しめる地域連携企画。

周辺の対象ホテル宿泊者への特典・優待設

定等宿泊増を図る。 

第１回横浜グローバ

ル MICE フォーラム 

150 万円 パシフィコ横浜 横浜グローバル MICE フォーラムの開催に

伴う、社交プログラム、ナイトプログラム、プ

レ＆ポストツアーの実施を通じて横浜での

MICE 開催メリットをアピールする。 

横浜、夜のバリアフリ

ー・ウェブガイドマッ

プ実証実験事業 

150 万円 ナイトタイムエ

コノミー株式会

社 

野毛、中華街、関内エリアの横浜のナイトタ

イムコンテンツを楽しめるウェブガイドマップ

ページを構築し、ナイトライフに特化したバリ

アフリーの情報を発信。 

2020 春節燈火 150 万円 横浜中華街発

展協同組合 

中華街全体を「赤」を基調とした華やかなイ

ルミネーションで演出。街中には昨年の 1.5

倍のイルミネーションを設置し、かつ朝暘門 

（東門）から山下公園へ向けて拡充する。 

周辺ホテルの宿泊者増、周遊性向上、集客

増を図る。 

 

 

  

４ 

＜出典＞ 

令和元年 10 月 31 日 （公財）横浜観光コンベンション・ビューロー記者発表資料 

横浜クリエーションスクラム助成事業 横浜の新しい魅力とにぎわいを創出する５つの事業が決定！ 

https://business.yokohamajapan.com/media/ja/file/press/191031.pdf 

https://business.yokohamajapan.com/media/ja/file/press/191031.pdf
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MICE 参加者向け“はしご酒体験”イベント「野毛おもてなしナイト」 

の開催 （パシフィコ横浜[㈱横浜国際平和会議場]） 
 

複合 MICE 施設であるパシフィコ横浜は、令和元年７月 29 日と 30 日の２日間、国際会議参加

者向けに“はしご酒体験”イベント「野毛おもてなしナイト」を企画・開催しました。 

これは、横浜市と横浜観光コンベンションビューローで誘致し、パシフィコ横浜で開催された国

際会議「第 39回地球科学・リモートセンシング国際シンポジウム 2019（IGARSS2019）」の公式イベ

ントとして実施されたものです。パシフィコ横浜から徒歩圏にある、昭和の下町風情漂う居酒屋エ

リア「野毛地区」の 16 店舗を会場に、海外から約 120 名が参加し、日本文化の「はしご酒」を体験

しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 

１ 開催日時  令和元年７月 29 日（月）、７月 30 日（火） 19:00～21:00（２時間） 
 

２ 企画名    Social Event : Noge Evening (Japanese Casual Food Waik in Noge Area) 
 

３ 主催学会  第 39 回地球科学・リモートセンシング国際シンポジウム 2019（IGARSS2019） 

          （世界 56 か国の科学者・研究者など約 2,500 人が参加） 
 

４ 共催     横浜市、株式会社横浜国際平和会議場 
 

５ 参加費    38 ドル （「１ドリンク＆おつまみ」チケット×２枚（２店舗分）含む） 
 

６ 参加店舗  野毛本通り、野毛柳通り、野毛小路を中心とした 16 店舗 
 

７ 募集人数  各日 60 名 計 120 名 
 

８ 実施内容   日本文化を楽しむことを目的とした、横浜の下町風情のある居酒屋エリア

「野毛」ではしご酒を体験する学会参加者向けプログラム。各１時間で対象２

店舗のはしご酒を楽しむ。各店舗には座席が確保されており、注文は専用

のチケット制のため、気軽に居酒屋体験ができる。（追加注文も個別精算に

て行える。各店舗に英語メニューあり。） 

＜出典＞ 

令和元年８月 26 日 パシフィコ横浜発表資料 

パシフィコ横浜での国際会議(7/29～30)参加者 120 名が昭和の下町風情漂う野毛地区で日本のナイトライフを

体験！ MICE 参加者向け“はしご酒体験”イベント『野毛おもてなしナイト』を本稼働 

https://www.pacifico.co.jp/pacifico/press/release/tabid/341/Default.aspx?itemid=755&dispmid=926 

https://www.pacifico.co.jp/pacifico/press/release/tabid/341/Default.aspx?itemid=755&dispmid=926
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４ 海外・国内他都市の取組（推進体制整備） 

 ナイトメイヤー 

ナイトタイムエコノミーを推進するための体制づくりとして、「ナイトメイヤー（夜の市長）」と呼ば

れる制度が欧米を中心に広がりを見せています。 

夜の市長ことナイトメイヤーはアムステルダムで 2003 年に誕生しました。ナイトメイヤーが担う

役割は、夜の街と昼の行政の橋渡しとなること です。例えば、「夜間産業の事業者らの窓口として

彼らの要望を集約し、行政や政治家と交渉する。」、「騒音問題などについては住民側に立って対

応を考える。」、「ステークホルダーの利害を集約し、それをしかるべき行政部局に対して政策課題

として要望し、さらには民間企業間の利害調整も行う。」といったこと、つまり、ステークホルダーか

らの要望の取りまとめと政策のアジェンダ・セッティングが主要な役割になります。 

ナイトメイヤー制度は、何か統一された規格があるわけではなく、その都市にフィットする形で制

度が設計されており、大きくは民間主導型と行政主導型に分けられます。 

ここではそれぞれ代表的な２都市の事例を紹介します。 

 
（１） 民間主導の事例－ナイトメイヤー（オランダ・アムステルダム） 

アムステルダムにおけるナイトメイヤーは rebel in a suit（スーツを着た反逆者）を自認し、ナイ

トライフ環境を向上させるため、規制当局に対して同じ土俵に立って激しい議論を行う、という

姿勢をとっている点が特徴的です。また、世界で初めてナイトメイヤーを創設した都市として、ア

ムステルダムのみならず、世界各都市のナイトタイムエコノミー推進者に対する啓蒙活動にも

取り組んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：観光庁「ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集 ～参考資料～」https://www.mlit.go.jp/common/001279568.pdf 

１ 

https://www.mlit.go.jp/common/001279568.pdf
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出典：観光庁「ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集 ～参考資料～」 https://www.mlit.go.jp/common/001279568.pdf 

 

 

 

（２） 行政主導の事例－ナイトツァー（イギリス・ロンドン） 

ロンドンにおける推進体制は、大ロンドン庁（GLA）直下の Night Czar（ナイトツァー）が推進主

体となっています。ナイトツァーは、ナイトタイムエコノミーに関するビジョンの設定や、ビジョン実

現のためのロードマップ作成等、大きな枠組みを定める役割を担っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：観光庁「ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集 ～参考資料～」 https://www.mlit.go.jp/common/001279568.pdf 

https://www.mlit.go.jp/common/001279568.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001279568.pdf
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出典：観光庁「ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集 ～参考資料～」 https://www.mlit.go.jp/common/001279568.pdf 

 
（３） ナイトメイヤーの略歴、人材要件、選任方法 

主要都市のナイトメイヤーは、ナイトタイムエコノミー関連のビジネス経験のみならず、行政と

の活動経験を有しています。選任方法は各都市の推進体制により異なりますが、行政による任

命か、有識者やオンラインによる一般投票で決定されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：観光庁「ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集 ～参考資料～」 https://www.mlit.go.jp/common/001279568.pdf 

 

  
＜出典＞ 

・観光庁 ナイトタイムエコノミー推進に向けたナレッジ集 ～参考資料～ 

https://www.mlit.go.jp/common/001279568.pdf 

・齋藤貴弘 「ルールメイキング ナイトタイムエコノミーで実践した社会を変える方法論」 学芸出版社 

https://www.mlit.go.jp/common/001279568.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001279568.pdf
https://www.mlit.go.jp/common/001279568.pdf
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MINATO フラッグ制度 （東京都港区） 

MINATOフラッグ制度は、イギリスの夜間も安心して楽しめる地区を認定する「パープルフラッグ

制度」※を参考にした区独自の制度です。 

客引きや路上看板対策等の区の安全・安心の取組に賛同・協力する、区内の夜間に営業する

事業者に、その証として小さな旗「MINATO フラッグ」を交付し、店舗に掲げてもらいます。区はそ

れらの店舗を積極的に PRし、MINATOフラッグを掲げる店舗が増えることで、安全・安心なまちの

イメージアップに繋がります。 

区は東京 2020 大会を間近に控え、安全・安心と観光振興を両立させた「港区ならではのナイト

タイムエコノミー」の推進に取り組んでいるところです。MINATOフラッグ制度はこの一環であり、行

政と事業者が協力して、安全・安心の向上と夜の観光振興をともに進めていくという点において、

全国初の取組です。 

 

【MINATO フラッグ事業者となるための要件】 

・区内で、午後８時から午前０時の夜間に（一部でも）営業する店舗を設けている事業者であること。 

・区の安全・安心の取組に賛同・協力の意向を表明すること。  

【具体的な協力の内容】 

1.客引きを利用した営業は行いません。  

2.暴力団と交際せず、暴力団を利用しません。  

3.看板等を設置する際は、通行の妨げとならないよう配慮します。  

4.ごみ出しのルールを守ります。  

5.各種法令を遵守するとともに、近隣の迷惑となる行為を行いません。  

6.パトロール等、地域の安全・安心の取組に参加・協力します。  

7.夜のまちの健全なにぎわいに向けた区や地域の取組に協力します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年 9 月 17 日  MINATO フラッグ交付式 

  

２ 
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【※イギリス・パープルフラッグ制度】 

英国タウンセンターマネジメント協会（Association of Town Centre Management）より与えられる

地域認定制度です。この認定を受けた地域は魅力的なナイトタイムエコノミーの存在はもとより、

消費者が安心してそれを楽しめる安全性や、街の清潔さなどの存在が同協会から担保されるも

のです。 

同協会はパープルフラッグの認定に際して、①犯罪及び反社会的行為の抑制、②アルコールと

健康対策、③多様性、④交通、⑤社会認知、⑥規模と価値評価、⑦顧客品質 の７点を評価基準

として設けています。 

 現在、同協会からパープルフラッグの認定を受けた地域は、イギリス及びアイルランドにおよそ

70 あまり存在しており、多くの消費者、特に地域事情に疎い観光客にとっては、夜遊びの場所を

選ぶ際の一種の「品質保証」として機能しています。 

 

 ＜出典＞ 

東京都港区 MINATO フラッグ制度 

https://www.city.minato.tokyo.jp/seikatsuanzen/bosai-anzen/sekatsuanzen/minatoflag.html 

木曽崇 「「夜遊び」の経済学 世界が注目する「ナイトタイムエコノミー」」 光文社新書 

https://www.city.minato.tokyo.jp/seikatsuanzen/bosai-anzen/sekatsuanzen/minatoflag.html
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最近、「MaaS（マース）」という言葉を新聞やニュースでよく見かけるようになりました。

「Mobility as a Service（モビリティ・アズ・ア・サービス）」の頭文字を取った略語であり、様々な

交通手段・サービスを組み合わせて、１つの移動サービスとして捉える考え方です。 

IoT や AI などの技術革新を活用することで、例えば、１つのアプリを起動すると、鉄道間の

乗り継ぎはもちろんのこと、バスやタクシー、カーシェア、シェアサイクルなど様々な交通手段

の検索・予約・決済が一括してシームレスにできるようになります。さらには、周遊切符やツア

ーパス、飲食店等のクーポンなどと組み合わせることで、移動手段・サービスの高付加価値

化、より一層の需要の拡大も期待できます。また、高齢者等の移動手段の確保や運転事故の

減少、人の移動の活発化による都市・地域の活性化など、誰もが移動しやすい豊かな社会の

実現につながることが期待されます。 

このように、MaaS は、交通利便性の向上のみならず、サービスの高付加価値化・多様化や

ライフスタイルの変化に対応するまちづくりの推進など、様々な分野にインパクトをもたらす 

イノベーションであるとされています。MaaS の本格的な展開に向けて、国土交通省では令和

元年を「MaaS 元年」とし、全国各地で新たな実証実験が進められています。 

こうした中、横浜市においても、今後の人口減少社会・超高齢社会の進展を踏まえて、郊外

部における移動手段の確保、都心臨海部でのにぎわいづくりや増加するインバウンド対応な

ど、市民に身近な交通サービスの維持充実を図る取組が始まっています。 

本ジャーナルでは、今注目されている MaaS にスポットを当て、日本が目指している「日本版

MaaS」のポイントや、他都市や横浜市における取組事例をご紹介します。 

 

＜従来型のモード毎の交通サービスと MaaS によるサービス提供イメージ＞ 

日本版 MaaS をめぐる状況 

出典：国土交通省 第１回 都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 配布資料 資料５ 

新たなモビリティに関する近年の状況について 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000090.html 

 

 

特集 
２ 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000090.html
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１ 世界の動向と国の方針・計画 
 

世界の動向 

MaaSの発祥と言われているのはフィンランドのヘルシンキです。2016年にMaaS Global社が運

営するスマートフォンアプリ「Whim（ウィム）」がスタートし、公共交通機関、タクシー、レンタカー等

の交通手段を一つのアプリで移動計画・予約・決算できるサービスを世界で初めて実現しました。 

そのほか、欧州を中心とした諸外国で、MaaS と呼ばれるサービスが提供され、利用者目線で

地域交通を再構築し、公共交通の利用の増加や道路混雑の緩和をもたらしています。 

また、米国等でも自動運転の実装に向け、官民が連携した技術開発や実証実験が進んでいる

など、世界的な動きが活発化しています。 

 

＜世界における MaaS の事例＞ 

 

  出典：国土交通省 第１回 都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 配布資料 資料５ 

新たなモビリティに関する近年の状況について 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000090.html 

１ 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000090.html
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国の方針・計画 

MaaS を明記した政府の方針として、未来投資戦略 2018 および成長戦略実行計画を紹介しま

す。 

 

（１） 未来投資戦略 2018 （平成 30 年６月 15 日閣議決定） 
MaaS に関する具体的な記述がはじまったのは、未来投資戦略 2018 から確認できます。 
Society5.0の実現に向けて取り組むべき重点分野として次世代モビリティ・システムの構築が掲

げられ、自動運転の社会実装など移動手段の施策展開が記載されるなか、MaaS の検討を進め

ることを明示しました。 
  

２ 

未来投資戦略 2018（抜粋） 

 

第１ 基本的視座と重点施策 

３．「Society 5.0」の実現に向けて今後取り組む重点分野と、変革の牽引力となる「フ

ラッグシップ・プロジェクト」 

(1)①「自動化」：次世代モビリティ・システムの構築プロジェクト 

＜公共交通全体のスマート化＞ 

・まちづくりと公共交通の連携を推進しつつ、自動走行など新技術の活用、まちづく

りと連携した効率的な輸送手段、買い物支援・見守りサービス、MaaS(Mobility as 

a Service)などの施策連携により、利用者ニーズに即した新しいモビリティサービ

スのモデル都市、地域をつくる。 

 

第２ 具体的施策 

Ⅰ．「Society5.0」の実現に向けて今後取り組む重点分野と、変革の牽引力となる「フ

ラッグシップ・プロジェクト」等 

１．次世代モビリティ・システムの構築 

(2)政策課題と施策の目標 

（略）また、自動運転のみならず様々なモビリティ手段の在り方及びこれらを最適

に統合するサービス（MaaS(Mobility as a Service)）について検討を進める。 

(3)新たに講ずべき具体的施策 

ⅳ）次世代モビリティ・システムの構築に向けた新たな取組 

・地域の公共交通と物流について、オープンデータを利用した情報提供や経路検索

の充実、スマートフォンアプリによる配車・決済等のICT、自動走行など新技術の

活用、見守りサービスや買物支援の導入、過疎地域での貨客混載、MaaSの実現な

ど多様な分野との施策連携により、都市と地域の利用者ニーズに即した新しいモ

ビリティサービスのモデルを構築する。 

・様々な交通サービスをデータでつなげて新たな付加価値を生み出すモビリティサ

ービス等(MaaS)の促進について、オンデマンドなどのサービス高度化、API等によ

るデータ連携・プラットフォーム、対応する制度の在り方等について、本年度中

に検討を行う。 
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（２） 成長戦略実行計画 （令和元年６月 21 日閣議決定） 

また、今年６月に閣議決定された「成長戦略実行計画」において、引き続きSociety5.0の重要な

柱としてモビリティを位置づけ、MaaS の推進を明示しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

成長戦略実行計画（抜粋） 

 

第２章 Society5.0の実現 

３．モビリティ 

(2)対応の方向性 

③ Mobility As A Service （MaaS）の実現  

複数の交通手段や行先での宿泊・サービスの予約などをスマートフォンで一括し

て手配し、キャッシュレスで、無駄な待ち時間なく、スムーズに移動できる便利な

サービス（いわゆるMaaS：Mobility as a Service）が世界的な流れとなっている。

我が国においても、住民のみならず、観光客の潜在需要を掘り起こし、地域交通の

再生に貢献することが期待されている。 

こうしたサービスについて、様々な好事例を創り出していくとともに、地域の

様々な事業者・自治体が展開しようとする取組を支援し、全国に拡大する。 

 

 

コラム MaaS のレベル 

 

MaaS は、その情報やサービス 

の統合度合いに応じて、レベル０ 

からレベル４までの５段階に区分 

できるとされています。 

現在の日本における MaaS 

の取組は、進んでいるものでも 

レベル２に留まっていると考えら 

れています。 

 

 

・レベル４：社会全体目標の統合としてガバナンスと官民連携の段階 

・レベル３：提供するサービスの統合としてパッケージ化、定額制、事業者内の連携等の段階 

・レベル２：予約・支払いの統合として単一トリップの検索、予約、決済の段階 

・レベル１：情報の統合として複数交通モードの検索や運賃情報の段階 

・レベル０：統合なしとして単体のバラバラのサービスの段階 

 
【参考・出典】 

・国土交通省 第２回 都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 配布資料 資料４ 

MaaS 概念の現状と捉え方に関する提案並びに都市・交通計画と業界構造への影響に関する考察 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000094.html 

・国土交通省 都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会「中間とりまとめ」（平成 31 年３月 14 日公表） 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000089.html 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000094.html
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000089.html
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令和元年度革新的事業活動に関する実行計画（抜粋） 
生産性向上特別措置法に基づき作成された実行計画で、新技術等実証、革新的データ

産業活用その他の革新的事業活動の促進に関する施策の集中的かつ一体的な推進及び

迅速かつ確実な実施を図ることを目的としています。計画実行期間については、2020 年度

までとしていますが、中長期的な取組にも連動させていく観点から、2025 年度までの取組

の見通しも併せて記載しています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

【参考・出典】 

・国土交通省 「都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会」 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000089.html 

・首相官邸 「未来投資戦略 2018」  https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/kettei.html#tousi2018 

・首相官邸 「成長戦略実行計画」  https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/kettei.html 

・首相官邸 「令和元年度革新的事業活動に関する実行計画」 

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/kettei.html 

 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000089.html
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/kettei.html#tousi2018
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/kettei.html
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/kettei.html
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２ 日本版 MaaS とは 
～都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会（国土交通省）での議論より 

 

第１部では政府方針（成長戦略）での位置づけを紹介しましたが、ここでは日本が目指す MaaS

を巡る課題や具体的な論点、将来像等、その詳細について、国土交通省での議論より紹介しま

す。 

国土交通省では、MaaS などの新たなモビリティサービスの活用により都市・地方が抱える交通

サービスの諸課題を解決することを目指し、平成 30 年 10 月より「都市と地方の新たなモビリティ

サービス懇談会」を開催しています。日本版 MaaS の将来像や、今後の取組の方向性などの検討

が進められていますが、ここでは同懇談会にてまとめられた「中間とりまとめ」（平成 31 年３月 14

日）より、日本版 MaaS のポイントをまとめました。 

 

検討の背景・必要性 

・交通分野を巡る状況として、都市部と地方部では現状や課題が大きく異なる 。 

都市部 運転者不足による運行本数の削減や混雑による経済的損失、環境問題の発生や 

駐車場確保の問題など。 

地方部 自動車移動が多いことと少子・高齢化の進展により、公共交通需要が低下。運転者 

不足とあいまってバスやタクシーのサービスの縮小・撤退が顕在化。高齢者の運転 

免許返納数が近年大幅に増加しており、返納後の移動手段の確保に不安を感じる 

高齢者も多い。 

・一方サービス面では、技術革新を受け、IoTやAIを活用したMaaS等の新たなモビリティサービ

スへの取組が活発になっている。 

・新たなモビリティサービスに取り組む意義は、以下のとおりである。 

▶交通手段の選択肢の拡大やワンストップでシームレスなサービスにより、利便性が向上す

る。 

▶高齢者の移動・買い物手段の確保や運転事故の減少、都市・地域の活性化や、運転免許返

納後の高齢者を含む誰もが乗客として移動しやすい豊かな社会の実現につながる。 

▶公共交通データや人流データ等が把握でき、AI、IoT といった新技術を活用することで、都市

内の移動の全体最適化を図る等、都市・地域の課題解決を目指すスマートシティの実現に

つながる。 

▶人の移動の効率化により、混雑緩和や空間利用の効率化が図られる。 

▶自家用車から公共交通へのシフトを促すことにより、CO2 排出の抑制等につながる。 

 

  

１ 
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目指すべき姿（日本版 MaaS） 

（１） 日本の特徴 

・MaaS 発祥の欧州等では、交通サービスは公的主体により提供されているが、日本において

は、民間ビジネスとして多様な民間主体により多くのサービスが提供されており、民間セクター

と公的セクターとが 、大都市、地方都市等 様々な地域の特性に応じた役割によりサービスを

提供 している。 

・MaaS についても、それぞれの地域 で、多様な MaaS サービスの出現が期待 されるところで

あるが、MaaS の大きな特色である個々の移動サービスのパッケージ化を進めるにあたって

は、利用者目線に立ちつつ、多様なサービス提供主体間等の調整が必要。 

・一方で、多くの民間交通事業者では、沿線のまちづくりや商業・観光など総合的なサービスを

展開しており、移動と多様なサービスとの連携が可能。 

・このような点が、欧州等との相違点で、日本の交通分野の特徴であり、この特徴を積極的に

活用した日本ならではの MaaS の展開が期待できるところ。 

 

（２） 日本版 MaaS（「Japan MaaS（仮称）」） 

・（１）のような特徴のある日本において、都市と地方、高齢者・障がい者等を含む全ての地域

全ての人が、どのような時でも利用できる仕組みの構築が必要である。特に MaaS は、多様

な MaaS 相互の連携等による「ユニバーサル MaaS」を目指すべき。 

・併せて、移動と多様なサービスの連携による 高付加価値化 や 交通結節点の整備等まちづく

りとの連携 も、移動円滑化や外出機会の創出等の観点から重要である。このように、「MaaS 

相互の連携によるユニバーサル化」と「移動の高付加価値化」が、望ましいまちづくりの実現

に資する形で位置づけられた MaaS が「日本版 MaaS」であり、その早期実現を目指して取り

組むべき。 

＜日本版 MaaS の実現＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 

出典：国土交通省 都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 「中間とりまとめ（概要）」 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000089.html 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000089.html
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取組の方向 「１．地域横断的な取組」 

日本版「MaaS」の実現に向けて、新たなモビリティサービスの導入・社会実装に積極的に取り組

んでいくことが必要ですが、その基盤となる地域横断的な取組として、「地域をこえた MaaS 相互

連携のための事業者間のデータ連携の推進」「運賃・料金の柔軟化、キャッシュレス化」「まちづく

り・インフラ整備との連携」の３つの観点から議論がされました。 

 

（１） MaaS 相互、MaaS・交通事業者間のデータ連携の推進 

・地域を超えて、出発地から目的地までの移動を一つのサービスとして提供する仕組みの構築

には、MaaS 事業者と交通事業者との間で、システムのレベルに応じ、時刻表等の静的情報

や、リアルタイムの運行情報、予約状況等の動的情報をはじめ、各種データの共有が必要。 

 

（２） 運賃・料金の柔軟化、キャッシュレス化 

・異なる運賃・料金体系をどのようにパッケージ化し、利用者に提示するかが重要。加えて、複

数回の利用までもパッケージ化する、いわゆるサブスクリプション（定額制）について、MaaS 

の利便性をより一層高めるものとして、検討が必要。 

 

（３） まちづくり・インフラ整備との連携 

・MaaS事業者間等のデータ連携といったサイバー空間における取組だけではなく、新型輸送サ

ービスを実現するのに必要な交通結節点や走行空間の整備といったフィジカル空間における

取組も併せて必要。 

＜地域横断的な取組＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国土交通省 都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 「中間とりまとめ（概要）」 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000089.html 

３ 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000089.html
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取組の方向 「２．地域特性ごとの取組」 ～大都市近郊型～ 

地域特性が都市圏と地方圏で大きく異なることを起点に、双方をそれぞれ中心部と郊外部に区

分し、観光という別の観点で特徴的な移動が見られる地域も個別に取り上げて、『大都市型』『大

都市近郊型』『地方都市型』『地方郊外・過疎地型』『観光地型』という５つの地域類型を設定して

います。 

ここでは、そのうち 大都市近郊型 についてご紹介します。 

 

都市圏における新たなモビリティサービスの推進（大都市近郊型） 

① 地域特性及び地域課題 

・平地に位置する大都市から少し離れた丘陵地に位置することが多く、鉄道駅を核としてその

周囲一帯に住宅地や生活サービス施設等が立地するような都市構造。 

・大都市への通勤・通学のため多くの人が基幹交通である鉄道を日常的に利用する。 

・自家用車の浸透とともに都市のスプロール化が一定程度進み、結果として、駅と住宅地の間

のファースト／ラストマイルは自家用車に依存している場合が多い。また、買い物や通院など

の地域内での移動も基本的に自家用車に依存している。 

・ファースト／ラストマイルを担う交通モードが充実していないため、運転免許返納後の高齢者

や自家用車非保有者に対する移動手段が不足。丘陵部や狭隘な道路の影響により大きな負

担になりやすい。 

 

② 新たなモビリティサービスの導入目的と実現イメージ 

［導入目的１］ファースト／ラストマイルサービスの充実 

・主に運転免許返納後の高齢者や自家用車非保有者の移動確保のため、路線バス等の既

存の交通モードと時間帯等を適切に分担しつつ、ファースト／ラストマイルを担う移動手段

を充実させる必要がある。具体的には、カーシェアのようなシェアリングサービス、オンデマ

ンド交通、超小型モビリティ、グリーンスローモビリティ、将来的には、自動運転サービスな

どが考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 
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③ サービス実現に向けた役割 

・望ましいMaaS のあり方の例： 

大都市MaaS との連携、基幹交通とファースト／ラストマイル交通の統合、小売・飲食等商業

分野、医療・福祉分野、物流サービスとの連携サービス、多様な決済・乗車確認手段の提供 

・望ましい新型輸送サービスの例： 

カーシェア、オンデマンド交通、超小型モビリティ、グリーンスローモビリティ、将来的な自動運

転サービス、など 

関係プレイヤー 役割 

鉄道、バス、旅客船、タクシー、駐車場、

レンタカー、自動車メーカー、通信、 

ＩＴサービス、不動産・商業・医療・福祉・

教育サービス等の事業者。 

バスやタクシー、さらには都市・住宅開発

や商業・娯楽施設を提供してきた鉄道事業

者も多く、このような民間事業者の役割が

重要。 

 

④ 対処すべき課題と今後の取組方向性 

［課題］持続可能な社会を目指す都市・交通政策との整合化 

場合によっては郊外での移動利便性が向上することで都市のスプロール化を招く可能性が

あり、まちづくりにおいてこれまで進めてきたコンパクトシティ政策に逆行する影響を与えかね

ない。このため、新たなモビリティサービスの実現に向けては、既存の都市・交通政策との整

合性を図ることが必要である。 

 

 

【参考・出典】 

・国土交通省 都市と地方の新たなモビリティサービス懇談会 「中間とりまとめ」（平成 31 年３月 14 日公表） 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000089.html 

 

http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000089.html
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３ 他都市の取組 
～国土交通省「新モビリティサービス推進事業」より 

 

 地域や観光地の移動手段の確保・充実や公共交通機関の維持・活性化等を進めることを目的

として、全国各地で MaaS の普及が進められています。 

ここでは、国土交通省「新モビリティサービス推進事業」において、今年６月に選定された先行

モデル 19 事業より他都市の事例をご紹介します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国土交通省「新モビリティサービス推進事業」 

 

・国土交通省では、全国各地のMaaS 等新たなモビリティサービスの実証実験を支援し、地域

の交通課題解決に向けたモデル構築を推進するため、「新モビリティサービス推進事業」を

公募しました（２０１９年４月より約１か月間）。 

・応募５１事業について、(1)大都市近郊型・地方都市型、(2)地方郊外・過疎地型、(3)観光地

型の各地域類型ごとに評価し、全国の牽引役となる先駆的な取組を行うモデル事業として、

１９事業の実証実験について支援を行います。 

・また、応募団体のうち、日本版 MaaS の実現に向け、官民連携で活動を推進する意欲があ

る団体については、経済産業省と連携したスマートモビリティチャレンジ推進協議会における

情報共有・助言等を通し、取組の実現に向けて支援をしていきます。 

 

＜先行モデル事業＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：国土交通省 令和元年６月 18 日報道発表資料 日本版 MaaS の展開に向けて地域モデル構築を推進！ 

別紙１ http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo12_hh_000150.html 

http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo12_hh_000150.html
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大都市近郊型・地方都市型（神奈川県川崎市・箱根町） 

 
大都市近郊・地方都市型として選定された事業の中から、「神奈川県における郊外・観光一体

型 MaaS 実証実験」をご紹介します。 

 

（１） 実験の概要 

神奈川県内の郊外住宅地と観光地の双方で一体的に、複数の交通サービスや生活サー

ビスの検索・決済等ができる MaaS アプリを提供 するとともに、交通と生活・観光サービスが

セットになったパッケージ商品を MaaS アプリ上で提供 する。地域特性を踏まえたパッケージ

商品を企画・提供 し、公共交通利用促進や交通混雑緩和などの地域の課題の解決を目指

す。 

 

（２） 推進協議会構成員 

神奈川県、川崎市、箱根町、小田急電鉄（株）、小田急バス（株）、 

小田急箱根ホールディングス（株） 

 

＜交通サービス利用中心のライフスタイルの転換へ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国土交通省 第２回 MaaS 関連データ検討会 配布資料５ 

MaaS アプリ「EMot」とオープンなデータ基盤「MaaSJapan」のデータ連携について 

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000117.html 

１ 

https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000117.html
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（３） アプリの概要 

■名称：EMot（エモット） 

■サービス開始：令和元年 10 月 30 日（水） iOS 版、 11 月 11 日（月）Android 版 

■利用料：無料（電子チケットを購入の場合は別途料金が発生） 

アプリをダウンロードいただいた方であれば、どなたでもご参加可能です。 

■基本機能 

    ①複合経路検索サービス 

・鉄道やバスに加え、タクシーやシェアサイクル等を組み合わせた経路検索 

・経路検索結果から連携しているアプリ・サイトへ遷移してのモビリティの 

予約・決済 

・保有している 定期券情報や購入した電子チケットが考慮 された経路検索 

    ②電子チケットの発行 

・フリーパス等の企画券や生活サービス施設などの電子チケットの購入 

・ショッピング等に応じて無料でモビリティが利用できる特典チケットの発行 

・フリーパス等と連携した 優待施設情報 の取得 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） EMot が展開する３つの実証実験 

EMot の持つ２つの機能（「複合経路検索」「電子チケット発行」）に、小田急電鉄(株)が提供

する独自サービスを加えた３要素の有効性等を検証するため、３つの実証実験※１を実施しま

す。 

※１ ３つの実証実験のうち、国土交通省「新モビリティサービス推進事業」として実施されるものは、  

新百合ヶ丘エリアにおける「郊外型ＭａａＳ」および箱根エリアにおける「観光型ＭａａＳ」となります。 
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■新百合ヶ丘エリアにおける「郊外型 MaaS」 

期間：令和元年 10 月 30 日（水）～令和２年３月 10 日（火）（予定） 

概要：商業施設「新百合ヶ丘エルミロード」にて２，５００円以上（税込）

お買い上げの方を対象とした、新百合ヶ丘駅を発着する 小田急

バスの往復無料チケットの発行 

 

 

■箱根エリアにおける「観光型 MaaS」 

期間：未定 ※２～令和２年３月 10 日（火）（予定） 

※２ 台風 19 号の影響を踏まえ実験開始時期を延期 

概要：箱根エリアのさまざまな交通サービス（登山電車、ケーブルカー、

ロープウェイ、遊覧船、バス等）が自由に乗り降りできることに加

え、箱根周辺の温泉や観光施設など、約７0 のスポットが 優待・

割引料金 になるお得なきっぷ 「デジタル箱根フリーパス」を販売 

 

 

  

    

 

 

 

■小田急新宿駅・新百合ヶ丘駅における「MaaS×生活サービス」 

新宿・新百合ヶ丘エリアにおける取組として、新宿・新百合ヶ丘駅構内

の「おだむすび」「箱根そば」「HOKUO」のいずれかの店舗で１日１回利

用できる定額制チケット（アプリ内で購入。ご購入日から30日間有効の

10 日券、30 日券）を販売。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考・出典】 
・国土交通省 令和元年６月 18 日報道発表資料 日本版 MaaS の展開に向けて地域モデル構築を推進！ 
http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo12_hh_000150.html 

・国土交通省 第２回 MaaS 関連データ検討会 配布資料５ 
MaaS アプリ「EMot」とオープンなデータ基盤「MaaSJapan」のデータ連携について 
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000117.html 

・小田急電鉄（株） 令和元年 10 月 30 日ﾆｭｰｽﾘﾘｰｽ 10 月 30 日、MaaS アプリ「EMot（エモット）」サービスイン 
https://www.odakyu.jp/company/about/news/ 

・EMot  https://www.emot.jp 

 

http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo12_hh_000150.html
https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/transport/sosei_transport_tk_000117.html
https://www.odakyu.jp/company/about/news/
https://www.emot.jp/
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地方郊外・過疎地型（三重県菰野町） 

地方郊外・過疎地型として選定された事業の中から、「こもののおでかけを MaaS で便利にする

プロジェクト」をご紹介します。 

 

人口約４万人の三重県菰野町では、集落が分散し公共交通不便地域が広がるなか、鉄道や路

線バスのほか、町が運行しているコミュニティバスやオンデマンド交通ののりあいタクシーなど

様々な交通手段を組み合わせ、公共交通を確保しています。 

菰野町 MaaS「おでかけこもの」の実用化を目指すなかで、鉄道・バスとオンデマンド乗合交通タ

クシーの円滑な結節（網全体のシームレス検索・予約サービス導入が大前提）や、コミュニティバ

ス運行効率化などを進めることが期待されています。 

 

（１） 実験の概要 

町民の生活利便性・来訪者の移動利便性の向上を目的に、地域公共交通網全体の検索・

予約システム作成及びオンデマンド乗合交通の配車のAI化を行い、地域公共交通のニーズ

把握と KPI 向上を図る。 

 

（２） 実施主体（菰野町地域公共交通会議） 

菰野町、近畿日本鉄道(株)（鉄道）、三重交通(株)（路線バス、コミュニティバス）、 

(有)尾高（のりあいタクシー）、御在所ロープウエイ(株)（ロープウェイ）、 

菰野町社会福祉協議会（公共交通空白地有償運送）、国土交通省中部運輸局、 

三重県、名古屋大学、ほか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 

 

２ 
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（３） 令和元年度の取組 

コミュニティバスとのりあいタクシーを乗り継いで利用してもらうため、町内全てののりあい

タクシーの乗降場所間の移動や、コミュニティバスや近鉄湯の山線、三重交通路線バスとの

乗り換え案内などが検索 できるようにするとともに、のりあいタクシーの予約 も行えるように

します。また、多言語対応として、外国人旅行客だけでなく、町内在住、在勤の外国人の方も

公共交通を利用できるようにします。令和２年１月から２月の間にインターネットに接続できる

パソコンやスマートフォンなどから実際に利用していただけるように、進められています。 

 

＜町内公共交通の例＞ 

■菰野町のりあいタクシー（受託者：(有)尾高） 

事前に電話予約することで、駅や公共施設、金融機関、病院など町内各所に設置された

最寄りの乗降場所から乗車でき、エリア内の乗降場所へ向かうことができます（２エリア・計

162 か所）。その際、目的地や経路が近い方々で乗り合わせとなることもあります。また、コミ

ュニティバスに乗り継ぐ場合、コミュニティバスの利用料（200 円）は無料となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

■コミュニティバス（受託者：三重交通(株)） 

路線バスなどの公共交通が通っていない区間を補うため、コミュニティバス「かもしか号」を

７コースに分けて運行しています。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

【参考・出典】 
・国土交通省 令和元年６月 18 日報道発表資料 日本版 MaaS の展開に向けて地域モデル構築を推進！ 
http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo12_hh_000150.html 

・菰野町 MaaS「おでかけこもの」 
http://www2.town.komono.mie.jp/www/contents/1568969423110/index.html 

・菰野町 「公共交通」 
http://www2.town.komono.mie.jp/www/contents/1001000000029/index.html 

・菰野町 広報こもの 令和元年 10 月号 No.710 
http://www.town.komono.mie.jp/k-backno/backnumber.html 

 

http://www.mlit.go.jp/report/press/sogo12_hh_000150.html
http://www2.town.komono.mie.jp/www/contents/1568969423110/index.html
http://www2.town.komono.mie.jp/www/contents/1001000000029/index.html
http://www.town.komono.mie.jp/k-backno/backnumber.html


特集２ 日本版 MaaS をめぐる状況 

40 
 

観光地型（ひがし北海道エリア） 

観光地型として選定された事業の中から、「ひがし北海道観光型 MaaS における移動及び車両

データ収集、利活用実証」をご紹介します。 

 

（１） 実験の概要 

ひがし北海道地域において、主に旅行者による利用を想定し、WILLERS MaaSアプリによ

り鉄道、バス、超小型モビリティ等を組み合わせて、移動ルートの検索・予約・決済を一括 し

て行い、観光目的地を周遊しやすくするサービスを提供。 

利用データなどを事後に分析して利用者のニーズを把握し、地域の関係者とともに観光地

の魅力向上に活用する。 

 

（２） 参画する事業者等 

WILLER(株)、JR 釧網本線維持活性化沿線協議会、JR 北海道、阿寒バス(株)、 

網走バス(株)、斜里バス(株)、くしろバス(株)、金星釧路ﾊｲﾔｰ(株)、(有)阿寒観光ﾊｲﾔｰ、 

(株)網走ﾊｲﾔｰ、(株)斜里ﾊｲﾔｰ、ひがし北海道自然美への道 DMO、AZAPA(株) 等 

 

（３） 実施地域  

JR 釧網本線を軸とした沿線９市町村 

（釧路市・弟子屈町・釧路町・標茶町・鶴居村・網走市・斜里町・小清水町・清里町） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 
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（４） ひがし北海道ネイチャーパス 

「ひがし北海道ネイチャーパス」とは、北海道の道東地方をスムーズに周れる スマホ型の

ツアーパスです。周遊のベースはJR釧網本線と路線バスなどの４つの公共交通が利用でき

るフリーパス をメインに、追加オプションで「交通」と「アクティビティ」が選択できる という商品

内容で、パス利用者のみが受けられる割引や特典もあります。 

■ネイチャーパスに含まれるもの 

・JR 釧網本線３日間もしくは４日間フリーパス【選択制】 

・斜里バス路線 2 回乗車券(斜里バス) 

・あばしり観光施設めぐりバス 1 日乗車券(網走バス) 

・摩周線バス 2 回乗車券(阿寒バス) 

■利用方法 

予約・購入後にスマートフォンで取得した電子クーポン画面を指定された窓口で提示 

■追加オプション 

ネイチャーパス購入者特典として、割引額で利用することができます。 

「交通」には、目的地への移動を補完する便利な交通手段として、例えばパーソナルモビリ

ティ i-ROAD※、観光タクシーや阿寒ビークルなどがあります。 

「アクティビティ」には、例えばカヌー体験やホーストレッキングなど北海道の自然や文化を

楽しめる観光オプションがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

（５） WILLERS アプリ 

ひがし北海道と京都丹後鉄道沿線地域を対象エリアとして、８月から観光MaaSアプリケー

ション「WILLERS アプリ」によるサービスの提供が開始されました（Android 版：８月、iOS 版：10 月

28 日）。 

WILLERS アプリは、出発地と目的地の２地点を検索できるだけではなく、途中５か所まで

の経由地を指定して検索 ができます。その 経由地は駅や空港、バス停、観光地のほか、レ

ストランバスやカヌーといったアクティビティも選択し、滞在時間を設定することができます。こ

の検索結果にはルート周辺のアクティビティがリコメンドされ、予約が必要な交通と一緒に予

約することができます。 

行きたい観光地や体験したいアクティビティと、そこに行くための交通を１つのアプリで検

索・予約・決済 することで、より自由な個人旅行を簡単に楽しむことができます。 

※ パーソナルモビリティ i-ROAD…トヨタ自動車が開発した 

最先端の新たなモビリティ。雄大な大自然を肌で感じながら、 

既存の公共交通だけでは行くことのできない、絶景ポイントへの 

ラストワンマイルの移動を手軽に楽しめます。 
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また、今後 多言語化することで、地方におけるインバウンドの観光をさらに簡単・便利 にし

ます（令和２年１月予定）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考・出典】 

・国土交通省北海道運輸局 令和元年８月 22 日プレス情報 日本版 MaaS の「先行モデル事業」交付式を 

開催します！～ひがし北海道で観光地型 MaaS の実証実験をスタート～ 

https://wwwtb.mlit.go.jp/hokkaido/press/index.html 

・WILLER(株) 令和元年５月９日ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ ひがし北海道の周遊がもっと簡単便利に！「交通」と「アクティビ

ティ」がお得に選べる。個人旅行の体験価値を変える新商品「Eastern Hokkaido Nature Pass」通年販売開始 

http://www.willer.co.jp/news/press/2019/0509_3616/ 

・WILLER(株) 令和元年７月 19 日ﾌﾟﾚｽﾘﾘｰｽ 

WILLER が「ひがし北海道」と「京都丹後鉄道沿線地域」で観光 MaaS アプリを８月にリリース 

http://www.willer.co.jp/news/press/2019/0719_3747/ 

https://wwwtb.mlit.go.jp/hokkaido/press/index.html
http://www.willer.co.jp/news/press/2019/0509_3616/
http://www.willer.co.jp/news/press/2019/0719_3747/
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４ 横浜市の取組 
 

横浜市においても、民間企業等の技術やノウハウを活用し、MaaS等の新たなモビリティサービ

スの概念を取り入れた取組が郊外部と都心臨海部それぞれの地域で進められています。 

ここでは、横浜市で実施されている取組についてご紹介します。 

 

旭区若葉台オンデマンドバス／郊外部における取組 

横浜市は「SDGs 未来都市」として国から選定され、平成 31 年１月 18 日にソフトバンク(株)と

「SDGs 未来都市・横浜」の実現に向けた包括連携協定を締結しました。ICT を活用した地域にお

ける移動手段の充実に関する取組について協議を進めた結果、ソフトバンク(株)のグループ会社

である MONET Technologies (株)との取組を行うことになりました。 

その取組が、旭区若葉台エリアでのオンデマンドバスの実証実験 です。高齢者や子育て世代

など、誰もが「住みたい」「住み続けたい」と思えるまちの実現 を目指して、これまでに２回実証実

験が実施されました。実施にあたっては、地域でコミュニティバス「わかば号」を運行する(一財)若

葉台まちづくりセンターが運営主体となり、MONET Technologies (株)が配車プラットフォームを提

供、ヨコハマＳＤＧｓデザインセンターが地域の「取組」と企業の「技術」のマッチング及び実施に向

けたコーディネートを行いました。 

 

（１） オンデマンドバスについて 

オンデマンドバスとは、時刻表や指定ルートを持たず利用者の要望に合わせた運行を行う

乗合のバス です。スマートフォンの専用アプリを使って、乗りたい日時と場所、行き先を登録

して利用します。 

＜オンデマンドバスイメージ＞ 
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（２） 実証実験の概要 

 第１回 第２回 

利用対象者 旭区若葉台にお住まいの方 

30 名程度 

旭区若葉台にお住まいの方・お勤めの方 

人数制限なし 

実施期間 平成 31 年３月 20 日～３月 26 日 令和元年７月 11 日～８月９日 

（７月 27、28 日運休） 

運行時間 9：00～17：00 7：00～20：00 

走行エリア 若葉台地区 若葉台地区及び近隣施設 

運賃 無料 無料 

 

（３） 第２回実証実験結果 

利用条件 187 名の登録  ・iPhone、Android（Android は 7/29～）所有者 

           ・若葉台地区に在住・在勤・在学 

利用件数 388 件（のべ 851 名） 

ご意見 ・運行時間帯や所要時間について満足 →80％以上 

・今後サービス化されたら利用したい →98％ 

・乗降ポイント（バス停）がわかりづらいなどのアプリ改善要望あり 

■時間別では、8時、10時、15時～16時、18時台での利用が多く、乗降場所では地区センターや

保育園などでの利用が多く、買物や保育園送迎の利用が多かった 

■結果を踏まえ、運行方法やシステム改善と並行して、有償サービス実施に向けた料金徴取の

仕組みや施設連携、運営スキームの検討等を進める 

  

 

  

【参考・出典】 

・横浜市温暖化対策統括本部 平成 31 年３月４日記者発表資料 

 「住みたい」「住み続けたい」まちの実現に向けたオンデマンドバスのテスト走行を旭区若葉台で行います 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/ondan/2018/0304kishahappyou.html 

・ヨコハマ SDGs デザインセンター 令和元年６月 17 日記者発表資料 

～「住みたい」「住み続けたい」まちの実現を目指して～旭区若葉台オンデマンドバス利便性を UP した 

第２回実証実験スタート 

https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka/futurecity/designcenter.html 

・経済産業省 第２回多様なモビリティ普及推進会議（令和元年 9 月 30 日） 資料６ 横浜市のモビリティの取組 

 https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/mobility/002.html 

 

 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/ondan/2018/0304kishahappyou.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/machizukuri-kankyo/ondanka/futurecity/designcenter.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/mobility/002.html
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まちの回遊性向上プロジェクト／都心臨海部における取組 

横浜市と(株)NTT ドコモと(株)未来シェアは、IoT 等による新ビジネス創出を促進する「 I
アイ

・TOP
ト ッ プ

 

横浜」の取組として、平成 30 年度に「まちの回遊性向上プロジェクト」を立ち上げ、みなとみらい

21・関内地区において、オンデマンド乗合交通システム「ＡＩ運行バス」の実証実験 を実施しました。

今年度も、昨年度に引き続き、実証実験第２弾を実施しました。 

 

（１） まちの回遊性向上プロジェクトについて 

今後、インバウンド、観光客の増加が見込まれる中、都心臨海部をはじめ、人々が様々な

目的に応じて移動できるよう、幅広い交通手段による回遊性づくりは横浜市にとって喫緊の

課題 です。 

まちの回遊性向上プロジェクトでは、新たな交通サービスの実現 により、観光客・来街者

の需要に応じた交通環境を整備することで、街の回遊性を向上 させ、周辺施設への送客効

果による 経済の活性化、にぎわいの創出 に寄与することを目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） ＡＩ運行バスについて 

    スマートフォン等を用いて、観光施設やグルメスポット、イベント情報を検索 し、検索結果か

ら、降車ポイントを指定 し、その後、最寄りの乗車ポイント、乗車人数、乗車時間を指定して回

遊できます 。さらに、リアルタイムな観光情報やクーポンを獲得 できるため、まちを楽しめま

す。 

 

 

 

 

（３）実施概要 

２ 
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（３） 第２弾実証実験の概要 

■運行日時 

    令和元年 10 月 10 日（木）～20 日（日） 10 時 00 分～21 時 00 分 

※10 月 12 日（土）、13 日（日）は台風のため運休。 

■乗車方法 

①スマートフォンでＡＩ運行バス専用アプリをダウンロードするか、Webアプリの登録ページで、

観光施設一覧などから降車ポイントを指定 

②最寄りの乗車ポイント、乗車人数、乗車時間を指定して予約（乗車料は無料） 

■第２弾実証実験の特徴 

・タクシー車両に加え、ニーズの高いルート（桜木町、赤レンガ、パシフィコ横浜など）には、 

横浜市交通局が小型バスの運行により参画 

・車いすなどに対応したユニバーサルデザイン車両の配車機能を追加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【参考・出典】 

・横浜市経済局 平成 30 年 10 月５日記者発表資料 

I・TOP 横浜「まちの回遊性向上プロジェクト」始動！「AI 運行バス」の実証実験を開始します 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/keizai/2018/20181005-024-28262.html 

・横浜市経済局・交通局 令和元年 10 月３日記者発表資料 
Ｉ▫ＴＯＰ横浜「まちの回遊性向上プロジェクト」実証実験第２弾を実施します！ 
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/keizai/2019/1003itopaiunkoubus.html 

・ＡＩ運行バス https://yokohama.ai-bus.jp/index.html 

▲ＡＩ運行バス 

▲交通局小型バス 

▼乗降ポイントは、商業施設、宿泊施設等 33 か所 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/keizai/2018/20181005-024-28262.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/koho-kocho/press/keizai/2019/1003itopaiunkoubus.html
https://yokohama.ai-bus.jp/index.html
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